
■ 全体会議

◆ 世耕弘成　経済産業大臣
　本フォーラムは日中の省エネや環境に関する協力の象徴であり、12回の開催で累計362件の協力案件を創出。これ
までの日中間の協力がグローバルな動きをけん引する事例も出てきている。今後は両国間の課題のみならず、地球規模
の課題に取り組むことを期待しており、新たな次元の協力として、水素エネルギーと海洋プラスチックごみ問題が挙げ
られる。
　水素は次世代エネルギーの要であり、日本政府は「水素基本戦略」を策定、また、世界初となる水素閣僚会議を日本で
開催し、各国が共同で取り組む意義を確認した「東京宣言」の発表などに取り組んできた。今後は日中エネルギー対話
の枠組みを活用し、官民で政策対話を行い、規制やインフラ整備などに関して多角的な議論を行っていきたい。
　海洋プラスチックごみ問題は、地球規模の課題だが、プラスチック加工工程でのゼロエミッションの取り組み、生分
解性プラスチック等に関し、日中両国が経験や知見を共有することで、世界全体で取り組むべき問題の解決に貢献できる。
　本フォーラムでの議論が省エネ・環境分野における日中協力の一層の深化に向けた契機となることを期待している。
　作为日中节能环保合作的象征，本论坛已举办12届，累计促成合作项目362项。在迄今所开展的日中合作中有些项 目已经开始引领
全球化的发展。期待双方今后不仅应对双边课题，还能够参与到全球范围内的课题中来。氢能及海洋塑料垃圾处 理问题将会成为新
层次的合作。
　氢能是下一代能源中的重中之重，日本政府已经制定了“氢能基本战略”，并且在日本召开了世界上首个氢能部长级会议，发表了《东
京宣言》，明确了各国共同参与的意义。希望今后灵活利用日中能源对话框架，举行官民政策对话，就制定相关规定以及完善基础设
施等内容展开多方面讨论。
　海洋塑料垃圾问题是一个全球性的课题，如何在塑料加工工序中采取零排放的措施以及可生物降解性塑料等都是需要世界各国共
同应对的问题，而日中两国可以通过分享双方的经验和知识见解为促进相关问题的解决做出贡献。
　期待本论坛所开展的讨论能够成为进一步深化日中两国节能环保领域合作的契机。

◆ 何立峰　国家発展改革委員会主任
　中国政府は環境政策を国策として推進しており、中国共産党第18回全国代表大会以来、エコ文明の建設を「五位一体」
や「四つの全面」における重要業務と位置づけてきた。
　中国の経済は高度成長段階からクオリティ重視の発展段階にシフトしており、持続的な成長のために省エネ・環境保
護の改善につながる産業構造、生産方式、生活様式を変えていく。具体的には、①汚染対策による生態環境などの改善、
②エコシステムへの取り組みで大規模な国土緑化アクションなどを実施、③グリーン発展の推進によるエネルギー消費
量や石炭使用量の規制および節水プロジェクトの実施、④市場メカニズムに基づいた制度やメカニズム構築の強化、の
4つを実施する。
　また、この4つを踏まえたうえで、新たな交流・協力の場を作ること、実務協力を強化・拡大、ウィンウィンの関係づ
くりを模索することを推進していく。
　中国政府将环保政策作为国策来推进，中国共产党第18届全国代表大会召开之后，将生态文明建设定位为“五位一体”及“四个全面”
中的重要工作。
　中国经济正在由高速增长阶段转向高质量发展阶段，为实现可持续发展正在转变产业结构、生产方式和生活样式，以求实现节能、
改善环境。具体而言，主要开展以下4个方面的工作。①通过治理污染改善生态环境。②推进生态保护工作，开展大规模国土绿化行动。
③通过推进绿色发展减少能源消费量和煤炭使用量，实施节水工程。④基于市场机制强化相关制度和机制的建设。
　此外，在上述4项工作的基础上，不断开拓新的交流合作平台，强化并扩大务实合作，探索构建互利双赢的合作关系。

◆ 高橋泰三　資源エネルギー庁長官
　日本は水素がエネルギー転換・脱炭素化のカギになると考えている。昨年12月、世界初の国家戦略として「水素基本戦略」
を策定。また、「第5次エネルギー基本計画」において、エネルギー転換・脱炭素化に向けた切り札として水素を位置付け、
本年10月には世界で初めて水素をメインテーマとする「水素閣僚会議」を日本で開催したところであり、水素社会形成
に向けたグローバルな取り組みを加速させるためにリーダーシップを発揮していく。
　水素は多様なエネルギー源から生産でき、各分野の脱炭素化に利用できるが、ビジネスとして確立し、グローバル市
場が創出されることが必要である。日本では燃料電池、燃料電池自動車、そして世界最多の100箇所の水素ステーショ
ンが普及しているほか、オーストラリアやブルネイと協力して褐炭（かったん）から水素を製造するプロジェクトをスター
トしている。
　日中双方にとって、水素をはじめとする省エネ分野における幅広い交流、企業間の交流が進むことは重要だと考えて
いる。
　日本将氢能视为能源转型及脱碳化的关键，于去年12月制定了世界上首个“氢能基本战略，并将其定位为“国家战略“。此外在《第
5次 能源基本规划》中，氢能被视为实现能源转型及脱碳化的一张王牌。今年10月在日本召开了世界上第一个以氢能为主题的“氢能 
部长级会议”，将为加速推进全球范围的相关举措，实现氢能社会发挥领导作用。 
　氢能可以从多种能源中生产提取，有助于各个领域实现脱碳化。为此有必要将其商业化，并创造出一个全球化的市场。日本正在 
普及燃料电池和燃料电池汽车，并拥有多达100个加氢站，居世界第一，与此同时还在与澳大利亚和文莱合作，启动了利用褐煤制 氢
的项目。 
　我认为，对于日中双方而言，推进在以氢能为首的节能领域的广泛交流及企业间的交流很重要。

◆ 銭克明　商務部副部長
　本フォーラムは、日中両国間の重要な経済協力メカニズムであり、これまで十数年あまりの歩みを経て、大きな成果
を挙げてきたといえる。また、両国の企業が交流や対話を行い、プロジェクトをすり合わせる上での重要な場にもなっ
ている。
　中国企業は一貫して省エネと環境保護を両立する政策を遵守しており、そのうえで日本企業とは、グリーン分野にお
ける協力の機会創出、日中長期貿易の持続可能発展サポート、日中金融機関が行うグリーン協力へのサポートなどを実
施している。その上で、①省エネ・環境保護の共通認識のもとで、両国の協力に関する戦略のすり合わせを推進するこ
と、②イノベーションによる両国の経済貿易の質の高い発展、③相互の強みを活かした、第三国市場における協力の展開、
④省エネ・環境保護分野での企業協力における、金融サービスを用いたサポート強化、の4つを提案したい。
　本论坛是日中两国间的重要经济合作机制，经过迄今十几年的发展，可以说已经取得了丰硕的成果。同时，本论坛也是两国企业开
展交流 对话、洽谈项目的重要场所。 
　中国企业一贯恪守节能环保并重的政策，并在基础上与日本企业在绿色领域开创合作机会 ；支持日中长期贸易的可持续发展 ；支
持日中 金融机构开展的绿色合作。在此基础上愿提以下4点提案。①基于在节能环保领域所达成的共识，推进关于两国合作的战略磋商。
②通过创 新促进两国经济贸易的高质量发展。③充分发挥双方优势，开展第三方市场合作。④面向节能环保领域中的企业合作，强
化金融 服务支持。

◆ 宗岡正二　日中経済協会会長
　日中平和友好条約締結40周年に当たる今年、5月には李克強総理が8年ぶりに日本を公式訪問し、10月に安倍首相が7
年ぶりに中国を公式訪問し、新たな経済協力に向けた両国関係が一歩前進したことが示された。また、9月には恒例の「日
中経済協会合同訪中代表団」を派遣した際にも、本フォーラムのプラットホームが省エネ・環境保護分野の事業において
十分に機能し、両国企業間で多くのプロジェクトが生み出されたことが確認された。
　第4次産業革命の到来に伴い、国民生活、産業、経済活動に大きな変化が生じる中、省エネ・環境分野でも変化に適合し
た新たな日中協力のビジネスモデル構築が求められている。こうした状況のもと、産業界の枠を越えた幅広い協力につい
て議論するために分科会が設けられており、よりきめの細かい連携が推進されることを期待している。
　日本には省エネ・環境保護分野での豊富な経験と蓄積があり、中国にはデジタル経済分野における著しい成長が見られ
る。双方が各々の優位性を活かし、相互補完のビジネス協力で時代の要請に応えていくべきである。
　今年恰逢日中和平友好条约缔结40周年，5月李克强总理时隔8年对日本进行了正式访问，10月安倍首相时隔7年正式访华， 标志着面
向新型经济合作的两国关系向前迈进了一步。此外9月，例行访华的“日中经济协会联合访华代表团”组派之际也再次确认本 论坛作为
促进节能环保领域工作的平台发挥了积极的作用，助力两国企业达成了众多合作项目。 
　伴随着第4次产业革命的到来，国民生活、产业以及经济活动都在发生着巨大的变化，这就要求在节能环保领域也要适应这种变化，构 
建新的日中商务合作模式。有鉴于此，（本论坛）设立了分论坛，围绕如何超越产业界的界限开展广泛合作进行讨论，期待 双方推进更加
具体细致的合作。 
　日本在节能环保领域积累了丰富的经验，而中国在数字经济领域取得了长足的发展。双方应顺应时代要求，开展优势互补的商业合作。

■ 日中企業代表による省エネ環境先進技術の発表　

◆ 王 天義 中国光大国際有限公司総裁 ◆  山東 理二 千代田化工建設株式会社取締役社長
　当社は金融と産業を融合させ、資産管理、アセットマネジメント、投資銀行、
エコ、観光、ヘルスケアを6大事業としている。とりわけエコ分野では、ごみの
焼却、発電、分別、資源利用、水質汚染防止などのサービスをワンストップで
提供している。
　海外では、ベトナムでごみを利用した発電プロジェクトがメコン川デルタ地
区におけるモデルプロジェクトとなり、欧州では当時ドイツで最大規模の太
陽光発電プロジェクトへの参画や、ポーランドでの東ヨーロッパ最大のM＆A
案件成功による欧州の固形廃棄物処理市場への参入などを進めてきた。
　今後日中双方の協力を深化させるためには、①イノベーション分野での協
力強化、②PPPによるグリーン発展促進、③一帯一路によるグローバル協力、
が必要だと考えている。日中の互いの強みと相互補完性を活かし、協力を深
めたい。
王天义 中国光大国际有限公司总裁
　本公司集金融与工业于一身，业务范围主要涵盖资产管理、房地产管理、投资银行、
环保、旅游、健康等六大领域。尤其在环保领域，可一站式提供垃圾焚烧、发电、分类以
及资源利用和水质污染等一系列服务。
　在国外市场，我们于越南建设的垃圾发电项目成为湄公河三角洲地区示范项目。脚
步移到欧洲，在德国，我们参与了当时规模最大的太阳能发电项目的企划，在波兰，我
们则凭借东欧最大的收购案例成功进入欧洲固体废弃物市场。
　为进一步加深日中双方合作，需①加强创新领域合作、②通过PPP促进绿色发展、③
通过一带一路发展全球合作。我们希望能够发挥日中双方各自的优势，进一步加深交
流合作。

　当社は総合エンジニアリング会社で、世界のLNGプラント建設の40％に参
画している。中国国内では43件のプラント建設の実績があり、当社独自の排
煙脱硫技術を20機の石炭火力発電所に対して技術協力を行っている。
　水素協議会の報告によれば、今後水素へのニーズが2050年には現在の10倍、
全エネルギー需要の20％を占めると予想されている。水素の強みにはCO2を
排出しない、様々なリソースから生産可能、貯蔵・運搬が可能の3点がある。
　当社でも水素を核と位置づけ、「SPERA水素」という水素を包含した液体か
ら水素を取り出す技術を開発した。現在、経済産業省のご支援をいただき、世
界に先駆けてブルネイから日本まで、この技術を用いて水素を輸送する国際
間水素サプライチェーンの実証プロジェクトに取り組んでいる。
山东理二 千代田化工建设株式会社取缔役社长
　本公司为综合工程公司，曾参与全世界40%的LNG设备建设项目。而在中国国内，本
公司拥有43个设备建设项目，并为拥有20台机器的煤炭火力发电站提供本公司独自研
发的排烟脱硫技术。
　氢能源委员会的报告指出，2050年氢能源需求预计将达到现在的10倍，可能占到能
源整体需求的20%。氢能源的优势主要包括不排放二氧化碳、可提取自多种资源、能够
储藏并运输等三点。
　当下，本公司也将氢能源作为核心发展方向，正在开发一项从一种包含氢的液体“SPERA
氢”中提取氢气的技术。在经济产业省的大力协助之下，我们利用这一技术将氢自文莱
运输至日本，领世界之先为国际氢能源供应链的试验项目贡献力量。

◆ 馬 剛 盈峰環境科技集団董事長 ◆  畠澤 守 東芝エネルギーシステムズ株式会社代表
取締役社長

　当社は、「スマート環境設備」と「スマート環境サービス」という2つの事業の
柱により、多くの省エネ・環境保護分野でのワンストップソリューションを提
供している。
　日本では、グループ会社の中聯環境が日本の環境企業との連携により福島
県会津ゴミ処理センターにゴミ圧縮設備を納入したほか、福島での震災後の
各種再建事業に参画している。今後は日本企業と新エネルギー、AI、ごみの分
別・処理の分野で協力し、日中省エネ・環境産業のパターン転換を図りたい。
　省エネ分野における日中の実務協力には、①ハイテク技術・イノベーショ
ンの分野での更なる協力と交流、②両国企業の強みを発揮し、第三国市場で
のチャンスをつかむこと、③両国政府による政策や資金面でのサポート、の3
点が重要だと考える。
马刚 盈峰环境科技集团董事长
　本公司的支柱业务为“智能环境设备”及“智能环境服务”，同时通过这两项业务为节
能环保的广泛领域提供一站式解决方案。
　在日本市场，旗下的中联环境与日本环境企业携手，不仅为福岛县会津垃圾处理中
心提供压缩设备，还参与了福岛地震后各种灾后重建工作。今后我们希望与日本企业
在新能源、AI、垃圾分类及处理等领域加强合作，助力日中节能环保产业转型。
　我们认为节能领域中日中的务实合作需以以下三点为重 ：①高科技、创新领域的进
一步交流与合作②发挥两国企业各自优势，抓住第三方市场机遇③两国政府在政策及
资金等方面的支持。

　世界では、再生エネルギー市場の拡大、分散電源の増大とそれに伴う電力調
整市場の拡大といった新領域の拡大と、社会全体のエネルギーそのものが様々
な形でデザインされる次世代領域への変化と大きく2つの変化が生じている。
　当社は特に、日本の水素戦略のもとで、電力を水素に転換し様々な産業で
活用する技術であるPtoG（Power to Gas）の領域に注力している。また、安
倍首相が発表した世界最大規模の水素エネルギーシステム製造施設である「福
島水素エネルギー研究フィールド（略称：FH2R）」は、当社がその建設・運営・
実装を進めている。
　このほかに、当社製の純水素燃料電池を新規オープンのホテルに導入し、廃
プラスチックから出てきた水素をパイプラインで輸送して電力と温水をつく
り、ホテル全室に供給されている。今後、こうした新領域、次世代領域での日
中両国の協力により、地球の低炭素化に貢献したい。
畠泽守 东芝环能源系统株式会社取缔役社长
　当今世界，可再生资源市场不断扩大，分散电源增大带来电力调整市场扩大，与此同
时全社会的能源变换为多种新形式，跨入了能源领域的下一时代。这种新领域的扩大
及变化可称之为是当前世界的两大变化趋势。
　本公司立足于日本氢能源战略，潜心于开发PtoG（Power to Gas）技术，该技术可将电
力转化为氢气以应用于多种产业当中。安倍首相此前公布投建世界规模最大氢能源系
统制造设施“福岛氢能源研究站（简称FH2R）“，其建设、运营及应用即由本公司负责。
　除此之外，我们将自制的纯氢燃料电池引入新开业的酒店，从废塑料中提取出氢用
管道输送来发电、加热水，向整个酒店提供水电。今后，我们愿在上述新领域及下一时
代领域中加强日中合作，为地球低碳事业建言献策。

■ 分科会

◆ 省エネ技術イノベーションシステム構築分科会 
　 构建节能技术创新体系分论坛
　省エネ技術イノベーションシステム構築が日中両国の課題という認識のもと、今後の日
中協力の可能性を探った。日本側は、更なる省エネ効率改善に向けた省エネ法改正、事業
者への支援及び産業や機器建材のトップランナー制度等の政策面の説明のほか、政策を活
かして成功した企業の事例を紹介。中国側は政策面での対外的な目標設定と国内での目
標を説明したほか、企業の先進的な省エネ技術・省エネ奨励に関する制度・サービスにつ
き発表。後半のパネルディスカッションでは、日中双方がエンドユーザーニーズへの理解、
法整備・資金援助の必要性、人材育成の難しさ、などイノベーションの課題を共有し、シス
テム構築に向けた継続的な交流を確認した。

　本分论坛将构建节能技术创新体系定位为日中两国共同存在的课题，并在此基础之上探讨了
今后日中合作的可能性。日方对于为提高节能效率所作出的节能法修改以及对企业的补助、产
业和机器建材等的耗能标准等政策进行说明，并对企业的政策活用事例作出介绍。中方则说明
了对外及国内的节能目标，并对企业的先进节能技术、节能奖励相关制度、服务等进行了介绍。
在后半部分的座谈会上，日中双方共同探讨了如何理解终端用户需求、健全法律和资金补助的
必要性、培养人才的难处等与创新相关的课题，并就继续为构建创新体系加强交流达成一致。

◆ クリーンコール技術と石炭火力発電分科会 
　 洁净煤技术及煤炭火力发电分论坛 介绍
　日本では今年7月に第5次エネルギー基本計画が策定され、2030年のエネルギーミック
スの確実な実現と2050年のエネルギー転換・脱炭素化への挑戦ということが目標とされ
た。他方、中国のエネルギー構成において石炭は引き続き重要な基礎的な地位を占めており、
それを踏まえ中国政府はこれまで一貫して石炭発電産業のクリーン高効率発展を重視して
きている。こうした情況の下、今次分科会では、中国側からは、石炭火力発電ユニットの極
超低排出ガス全体調整制御技術と応用、柔軟性改造、石炭ガス化燃料電池複合発電（IGEC）
技術、また日本側からは、クリーンコールテクノロジー技術開発、石炭火力発電の負荷調整
能力向上、IGFC技術状況とその展望についてそれぞれ紹介を行い、交流を行った。

　日本于今年7月制定第五次能源基本计划，并定下了2030年实现能源自给自足、2050年实现能
源转型及无碳化的目标。另一方面，在中观，煤炭仍然在能源结构中占基础地位，因此中国政府
一贯非常重视煤炭发电产业的绿色和高效发展。在此情况下，本次的分论坛中中方对煤炭火力
发电单元超低排放整体调整控制技术及其应用和灵活改造、煤炭天然气化燃料电池复合发电（IGEC）
技术等进行了介绍。同时，日方也对洁净煤技术开发、煤炭火力发电负载能力的提升、IGFC技术
及发展等作出介绍，双方实现了深入交流。

◆ 循環経済分科会　循环经济分论坛
　プラスチックごみの汚染防止、削減を行い、資源循環システムを形成している現状、それ
を支えている技術、仕組等について議論し、また日中両国で抱えている課題を共有し、もっ
て両国の協力につなげることを目的としている。
　日中両国がプラスチックごみ削減を実現するために実施している政策、各企業の生分解
性プラスチックに関する技術・製品、プラスチックごみ減量への利活用、廃プラスチックの
利活用、物流や外食産業でのプラスチックごみ削減のための新たなビジネスモデル等の取
組について発表を行った。
　様々な角度からのプラスチックに関連する問題解決のためのアプローチがなされ、発表者、
分科会出席者ともに、当該分野の知識を深め、問題意識をさらに高める機会となった。

　举行该分论坛的目的在于就防止和减少塑料垃圾污染、形成资源循环体系的现状以及相关的
支持技术、具体做法等展开讨论，共享日中两国所面对的课题，并据此开展两国间的合作。
　介绍了日中两国为削减塑料垃圾而实施的政策、各企业所拥有的涉及生物分解性塑料的相关
技术与产品、实现塑料垃圾减量化方面的各种灵活应用措施、塑料垃圾如何变废为宝以及物流
及餐饮行业为减少塑料垃圾而引进的新型商业模式等内容。　
　从各个角度介绍了涉及塑料方面的相关问题的解决方法，无论对发言人还是分论坛的与会人
员而言都是一个进一步深化该领域的知识、增强问题意识的机会。

  
◆ 自動車の電動化・スマート化分科会　汽车电动化 智能化分论坛 
　本年の自動車分科会は、第11回から取り入れたテーマであるスマート化を引き継ぎ、
CASE（コネクテッド、自動運転、シェアリング、電動化）を中心に「自動車の電動化・スマート化」
の発展・実現に向けた日中両国の政策・法規面における具体的な取り組みや、技術イノベーショ
ン、燃料電池車や新動力電池の研究開発および産業化の進展等について日中双方の交流を行っ
た。分科会終了後には北京市内の百度を訪問し、中国のL4レベル相当の自動運転車の試乗
と意見交換を行った。

　今年的汽车分论坛承袭了从第11届论坛开始引入的议题—智能化，与会日中双方以CASE（互联、 
自动驾驶、共享和电动化）为中心，围绕日中两国为实现和发展“汽车的电动化与智能化”而在政
策法规层面所采取的具体措施、技术创新、燃料电池及新型动力电池的研发及产业化进展等内 
容进行了交流。分论坛结束后还访问了位于北京市内的百度公司，试乘了中国的L4级别的自动
驾驶 车辆并交换了意见。

◆ 日中長期貿易分科会　日中长期贸易分论坛
　日本側・日中長期貿易協議委員会 省エネ等技術交流促進部会と中国側・中
日長期貿易協議委員会・省エネ環境保護技術合作分会（事務局は商務部対外貿
易司）は、省エネ・環境ビジネスの拡大・促進の為の対話の場として、第1回日
中省エネルギー・環境総合フォーラム（2006年）以来、同フォーラムにおける分
科会の形で毎回定期交流会を行っている。
　第12回目となる今回は「水循環改善における技術イノベーション（水循環シ
ステム、海水淡水化、汚水汚泥処理）」をテーマに日中双方の参加者が水需給事
情や両国の政策、製品・技術について紹介し合い、同分野における新たな日中
協力の可能性を探求。また、関連視察先として雄安新区を訪問した。

　日本日中长期贸易协议委员会、节能等技术交流促进分会与中国中日长期贸易协
议委员会、节能环保合作分会（事务局为商务部对外贸易司）为扩大及促进节能环保
领域商务合作，自2006年举办第一次日中节能环保综合论坛以来每年在该论坛上设
置分论坛以进行定期交流。
　本届分论坛的题目为“水循环改善领域技术创新（水循环系统、海水淡化、污水污
泥处理），日中双方的与会者相互介绍水资源的需求及供给相关问题以及两国的政策、
产品、技术，共同探索日中两国在这一领域创新合作的可能性。此外，日方参会者考
察了雄安新区。

■ シーズ情報発信（技術一覧及び企業パネル展示）
　本フォーラムでは、日本企業の省エネ・環境技術設備をPRする技術一覧を配布するとともに、特設展示コーナーを設け、日本企業4社、中国企業が8社、自
社の技術・ソリューションの概要や中国での実績例をパネルで紹介しました。
　

【パネル展示・出展企業一覧】
１�．国家節能（省エネルギー）センター
　〇�日中省エネ環境総合フォーラムによる協力プロジェクトの回顧
　国家节能中心
　〇日中节能环保综合论坛合作项目回顾

２�．国家発展改革委員会�国際合作センター
　〇�2016 ～ 18年マッチング交流会実施の記録（北京、山東省シハク、

天津、遼寧省瀋陽、青島）
　国家发展和改革委员会国际合作中心
　〇2016 ～ 18年对接交流会举办历程（北京、山东淄博、天津、辽宁沈阳、青岛）

３�．NEDO（新エネルギー・産業技術総合開発機構）
　〇�中国での省エネルギー、クリーンコール案件
　〇�実証事業技術の普及とCO2削減効果について
　NEDO（新能源产业技术综合开发机构）
　〇在中国开展的节能及洁净煤项目
　〇关于实证项目技术的普及以及二氧化碳减排效果

４�．光大国際
　〇ベトナム初の生活ごみ焼却発電
　〇メコンデルタのゴミ発電　など
　光大国际（中方　全体会议演讲）
　〇越南首个生活垃圾焚烧发电（项目）
　〇湄公河三角洲的垃圾发电 等

５�．三菱ケミカル（中国）管理有限公司
　〇MBR（膜分離・活性汚泥法）水処理
　〇溶剤・ゼオライト脱水技術
　三菱化学（中国）管理有限公司
　〇MBR（膜分离・活性污泥法）水处理
　〇溶剂・沸石脱水技术

６�．盈峰環境
　〇ハイエンド設備＋環境サービス
　〇オンライン・モニタリング　など
　盈峰环境（中方　全体会议演讲）
　〇高端设备＋环保技术
　〇在线监测　等

７�．荏原冷熱システム（中国）有限公司
　�〇工業排熱・制冷技術
　〇高効率ヒートポンプ
　〇節水型クーリングタワー　など
　荏原冷热系统（中国）有限公司
　〇工业废热・制冷技术
　〇高効热泵
　〇节水型冷却塔　等

８�．上海電駆動（E-Drive）
　〇EV電気駆動系統製造、R&D�
　上海电驱动（E-Drive）
　〇EV电动驱动系统制造、研发

９�．トヨックス�
　〇産業用・省エネ型ホース
　东洋克斯
　〇工业用节能型软管

10�．国電龍源省エネ技術
　〇国家エネルギー集団最大企業
　〇省エネ改造サービス提供　など
　国电龙源节能技术
　〇国家节能集团最大的企业
　〇提供节能改造服务　等

11�．中益能蓄熱技術
　�〇蓄熱技術（世界初・熱供給車）
　〇工業排熱利用
　中益能蓄热技术
　〇蓄热技术（世界首创・供热车）
　〇工业废热利用

12�．上海淞泓智能（スマート）自動車科技
　〇中国初のコネクティッド・カー、テスト区運営、R&D支援　など
　上海淞泓智能汽车科技
　〇中国首家网联车、试点运营、研发支持 等

【日本企業の省エネルギー・環境関連設備・技術一覧】

スマートフォンからの
アクセスは↑から！

第12回日中省エネルギー環境総合フォーラム　2018年11月 北京

上記講演者の講演内容は下記日中経済協会ウェブサイトにてご確認頂けます。
☞ http://www.jc-web.or.jp/　「第12回日中省エネルギー・環境総合フォーラム」

省エネ技術イノベーションシステム構築分科会 アジェンダ
2018年11月25日（日）　於：国家会議中心2階206AB室
共同議長：中国側：国家発展改革委員会 資源節約・環境保護司 省エネルギー処 副処長 蒋靖浩
　　　　　日本側：資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 省エネルギー課 課長 吉田健一郎

内　容
冒頭挨拶
中国側： 国家発展改革委員会 資源節約・環境保護司 省エネル

ギー処 副処長 蒋靖浩
日本側： 資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 省エ

ネルギー課 課長 吉田健一郎

省エネサービス分野の技術イノベーションにおける中日企業協力の方
向性とチャンス
中国省エネ協会省エネサービス産業委員会（EMCA） 秘書長 孫小亮

省エネ技術イノベーションシステム構築に関する施策の紹介
中国社会科学研究院 数量経済・技術経済研究所 研究員 呉濱

建材トップランナー制度達成に向けた窓の高性能化
株式会社LIXIL サッシ・ドア商品開発部 部長 大野真

日本における省エネルギー政策の動向について
資源エネルギー庁　省エネルギー・新エネルギー部 省エネル
ギー課 課長補佐 吉川泰弘

余熱利用とクリーン熱供給技術のイノベーション及び経験の
共有と普及・応用
中益能蓄熱技術集団有限公司 董事長 王智慧

中国「双十佳」リスト（省エネ技術と省エネ実践の各トップ10
企業）の紹介
中国品質認証センター（CQC） 処長 徐少山　

曝気槽の省エネに用いる計測及び制御技術
株式会社堀場アドバンスドテクノ 海外営業部 中国担当課長 辛鳴鏑
上海HCシステム制御技術有限責任公司 理事/マーケティング
戦略発展部本部長 韓少唐

IE3レベルに対応した高圧＆防爆モータ
東芝三菱電機産業システム株式会社 回転機システム事業部 技
師長 堀切威士

パネルディスカッション：
省エネ技術イノベーションシステム構築におけるチャレンジとチャンス
司会： 中国側（EMCA 国際部 部長 禹網霞）、日本側（資源エネルギー庁 

省エネルギー・新エネルギー部 省エネルギー課 課長補佐 吉川泰弘）
パネラー：
中国側： 中節能諮詢有限公司 エネルギー効率・循環経済研究室 主任 

張英魁、普瑞森能源科技（北京）股份有限公司 董事長 張曙光、
貴州匯通華城股份有限公司 董事長 蔡小兵 

日本側： 東芝三菱電機産業システム株式会社 回転機システム事業部 技
師長 堀切威士、パナソニック株式会社 アプライアンス社技術本
部 エアコンコールドチェーン開発センター　開発第一部 部長 
藤社輝夫、株式会社LIXIL サッシ・ドア商品開発部 部長 大野真

省エネ・排出量削減とユニットの順応性を両立させた高効率
発電及び多種集中熱供給技術の集積・応用
国電龍源省エネ有限公司 副総経理 蒙涛　

エアコンの省エネルギー・空質技術の取り組み
パナソニック株式会社 アプライアンス社技術本部 エアコン
コールドチェーン開発センター　開発第一部 部長 藤社輝夫

休憩 総括発言
日本側： 資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 省

エネルギー課 課長 吉田健一郎
中国側： 国家発展改革委員会 資源節約・環境保護司 省エネ

ルギー処 副処長 蒋靖浩

自動車の電動化・スマート化分科会 アジェンダ
2018年11月25日（日）13:30 ～ 17:00　於：北京国家会議中心209AB会議室
議長：中国側：国家発展改革委員会　産業協調司　機械処　処長　呉衛
　　　日本側：経済産業省製造産業局自動車課（自動車通商政策担当）企画官　生田目尚美

内　容
司会者挨拶
中国側： 国家発展改革委員会　産業協調司　機械処　処長　呉衛
日本側： 経済産業省製造産業局自動車課（自動車通商政策担当）

企画官　生田目尚美

電気自動車の持続可能な発展に向けた日産自動車の取り組み
　 日産自動車株式会社　常務執行役員、アライアンスグローバルVP

担当　赤石永一

中国における水素燃料電池と自動走行の発展状況
　科学技術部高新司エネルギー・交通処　邱楓

中国Hondaの電動化展開
　本田技研工業（中国）投資有限公司　渉外部科長、主任研究員
　桑原宏和

自動走行を巡る日本の取組
　経済産業省製造産業局ITS・自動走行室長　垣見直彦

プラットフォームの開放とスマート走行における応用の加速
　百度公司スマート走行事業部　高級経理　何鵬

スマートカー産業の発展動向及び対策の提案
　清華大学　ICV・交通研究センター主任、教授　李克強

トヨタICVの理念と方向性について
　豊田汽車研究中心（中国）有限公司　ICV企画開発部　高級主査
　佐藤泉

日本における電動化政策
　 一般社団法人日本自動車工業会　電動車部会　部会

長　菊地美徳

質疑応答等

休憩 総括
日本側： 経済産業省製造産業局自動車課（自動車通商政策担当）企

画官　 生田目尚美
中国側：国家発展改革委員会　産業協調司　機械処　処長　呉衛

新エネルギー自動車及び動力電池産業における発展
　 寧德時代新能源科技有限公司　共同創業者、副董事長　李平

日中長期貿易分科会 アジェンダ
2018年11月25日（日）13:30 ～ 17:00　会場：北京　国家会議中心（2階　210AB会議室）
主題：水循環改善における技術イノベーション（水循環システム、海水淡水化、汚水汚泥処理）
司会者：中日長期貿易協議委員会　省エネ・環境保護技術合作分会　尉進明（商務部対外貿易司　機電製品輸入・国際入札処　処長）

内　容
冒頭挨拶
中国側： 中日長期貿易協議委員会　環境保護技術合作分会　会長代理
　　　　宋先茂（商務部対外貿易司　副司長）
日本側： 日中長期貿易協議委員会省エネ等技術交流促進部会　部会長
　　　　村山均（電源開発株式会社　代表取締役副社長）

DDMOによるプラントのモデル化と曝気風量最適システム
　横河電機（中国）有限公司　新市場開拓部　課長　郝娜

中国における海水利用産業の発展政策
　国家発展改革委員会　資源節約・環境保護司　節水処　処長　牛波

休憩

水インフラ構築に向けた国際的取組
　 経済産業省　製造産業局　国際プラント･インフラシステム･水ビジ

ネス推進室　室長　吉岡　孝

水循環における“はかる”技術
　堀場（中国）貿易有限公司　技術部長　呂岩

海水淡水化に関わる総合プラットフォームサービスの建設と応用
　国家海洋局　天津海水淡水化研究所　淡水化室副主任　趙河立

雄安新区　計画要綱　解説
　雄安新区　規劃建設局　副局長　石崧

水資源問題に挑戦する東レの最新膜技術
　東レ株式会社　藍星東麗膜科技（北京）有限公司　技術総監　朱列平

中国におけるクボタグループと水処理事業の展開
　五洲富士化水工程有限公司　董事・総経理　徳島幹治

第13次五カ年計画における水関連分野のマーケット分析（汚水・汚泥
処理）
　E20環境研究院　执行院長　薛涛

質疑応答

排水リサイクル及び海水淡水化におけるMF/UF膜の適用とその事例
紹介
　旭化成分離膜装置（杭州）有限公司　張艱

総括発言
　日中長期貿易協議委員会　事務局長／一般財団法人日中経済協会
　専務理事　杉田定大

排水処理　汚泥のセメントプラントでの協同処理
　北控水務集団有限公司　顧問総工　技術委員会主任　杭世珺

クリーンコール技術と石炭火力発電分科会 アジェンダ
2018年11月25日（日）　於：国家会議中心　213A・213B
議長：中国側：郭偉　中国国家能源局　電力司　副巡視員
　　　日本側：塚田裕之　経済産業省資源エネルギー庁　長官官房総務課企画官（石炭政策担当）

内　容
冒頭挨拶
中国側：黄学農　中国国家能源局 電力司司長
日本側：塚田裕之　経済産業省資源エネルギー庁 長官官房総務課企画官（石炭政策担当）

休憩・名刺交換

第一節　関連産業政策と石炭火力発電技術の発展（中国側司会） 第四節　石炭系炭素燃料電池技術（IGFC）（日本側司会）

中国における石炭火力発電のクリーンかつ効率的な発展
　中国国家能源局電力司　主任科員　黄河清

中国における石炭ガス化燃料電池複合発電（IGEC）技術の進展
　 中国華能集団クリーンエネルギー技術研究院有限公司　

董事長　許世森

第５次エネルギー基本計画と石炭火力政策
　経済産業省資源エネルギー庁石炭課　係長　石橋弘嗣

日本IGFC技術状況とその展望
　大崎クールジェン株式会社　副社長　木田一哉

第二節　石炭火力発電超低排出（中国側司会） 第五節　日中共同委員会報告（日本側司会）

石炭火力発電ユニットの極超低排出ガス全体調整制御技術及び応用
　中国大唐集団科学技術研究院火力発電院副院長　郭婷婷

中日共同委員会報告　－2018年度業務情況－
　中国電力企業聯合会　常務副理事長　楊昆

クリーンコールテクノロジーの技術開発
　 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）

環境部　統括主幹　青木登

日中共同委員会報告　－これまでの活動実績と新たな取組み－
　 一般財団法人石炭エネルギーセンター（JCOAL）　理事

長　塚本修

第三節　石炭火力発電柔軟性改造（中国側司会） 第六節　総括発言（日本側司会）

火力発電ユニット柔軟性改造の探索と実践
　国家能源投資集団有限責任公司　主管　寧国睿

総括発言
　 塚田裕之　経済産業省資源エネルギー庁　長官官房総務

課企画官（石炭政策担当）
　黄学農　中国国家能源局　電力司司長

石炭火力発電の負荷調整能力向上技術
　 東芝エネルギーシステムズ株式会社　火力・水力事業部　火力・

水力企画部　参事　宮沢桂太郎

循環経済分科会 アジェンダ
日時：2018年11月25日（日）13:30 ～ 17:30　於：国家会議中心　208AB
メインテーマ：プラスチック問題に関するイノベーション
議長：中国側：国家発展改革委員会　資源節約環境保護司　循環経済発展処処長　陸冬森
　　　日本側：経済産業省　産業技術環境局　資源循環経済課長　福地真美

内　容
開会のご挨拶 
国家発展改革委員会　資源節約環境保護司　循環経済発展処
処長　陸冬森
経済産業省　産業技術環境局　資源循環経済課長　福地真美

カネカ生分解性ポリマー PHBH™の開発
　 株式会社カネカ　新規事業開発部　BDP市場開発グループ
　幹部職　池奥史朗

１． 政府セッション　日中両国のプラスチックごみ減量および
資源循環にかかる政策と実践

質疑応答　コーヒーブレイク（ネットワーキング）

プラスチックごみ汚染防止に関する中国での実践の推進
　 国家発展改革委員会　資源節約環境保護司　循環経済発展

処処長　陸冬森

菜鳥ネットワークのグリーン物流の模索と実践
　菜鳥ネットワーク広報事務部総経理　韓曦

日本の資源循環政策～海洋プラスチックごみ問題に貢献する
プラスチック資源循環の仕組み～
　経済産業省　産業技術環境局　資源循環経済課長　福地真美

廃プラスチックからの水素生産に係る取組み
　 昭和電工株式会社　川崎事業所製造部　次長　特命プロジェ

クト担当マネージャー　栗山常吉

循環経済を発展させる天津市静海区の取組
　 天津市静海区人民政府　静海区委員会常務委員・常務副区長　劉峰

デリバリーサービスの持続的発展の新たな実践
　美団デリバリーサービス社会責任委員会　秘書長　楊碧聡

質疑応答 消費者巻込み型のポリエステル繊維およびPETボトルリサイ
クルの取組み
　日本環境設計株式会社　代表取締役社長　高尾正樹

２． 企業セッション　生分解性プラスチック、廃プラスチック
資源循環、新型ビジネスモデル等の実践

JFEエンジニアリング株式会社の循環経済都市構築の取組
　JFE工程技術（北京）有限公司　董事長兼総経理　池松克紀

中国のバイオマテリアルおよび生分解性プラスチックの現状と発展動向
　 中国プラスチック協会 生分解性プラスチック専門委員会　

秘書長　翁雲宣

質疑応答

製造工程における樹脂ペレット漏出防止の取組み
　日本プラスチック工業連盟　専務理事　岸村小太郎

総括発言
　経済産業省　産業技術環境局　資源循環経済課長　福地真美
　 国家発展改革委員会　資源節約環境保護司　循環経済発展

処処長　陸冬森

プラスチック削減における環境配慮型プラスチックの応用
　山東天壮環境科技有限公司　理事長　王麗紅



■ 第12回フォーラムで文書交換された日中協力プロジェクト（24件）

　

第１～ 12回フォーラムにおいて合意された
日中協力プロジェクト（362件）は、日中経済協会ウェブサイトで閲覧可能です。

　☞ http://www.jc-web.or.jp/

日本と中国の省エネルギー・環境協力の官民合同プラットホーム

日中省エネルギー・環境総合フォーラム
中日节能环保综合论坛

経済産業省
一般財団法人日中経済協会

中華人民共和国国家発展改革委員会
中華人民共和国商務部
中華人民共和国駐日本国大使館（日本開催時）

主

　催

分科会全体会議

案件形成 情報発信

■日中省エネルギー・環境総合フォーラム開催実績

第１回 第２回 第３回 第４回 第５回 第６回

主な成 果 両国の現状や直面する課題、日中省エネ・環境協力の
意義について共通認識を醸成

Win-Win 関係による具体的なプロジェクト創成に向けた
相互努力の必要性を確認

具体的ビジネス形成に資する両国産業界のニーズと
シーズのマッチングを促進

日中省エネ・環境分野の互恵協力と地方へのビジネス
展開

日中省エネ・環境協力プロジェクトの量的拡大から質的
向上へ

省エネ・環境分野における互恵協力

日 程 2006 年 5 月 29（月）～ 30 日（火） 2007 年 9 月 27（木）～ 28 日（金） 2008 年 11 月 28 日（金） 2009 年 11 月 8 日（日） 2010 年 10 月 24（日） 2011 年 11 月 26 日（土）

開 催 地 東京 （ホテルオークラ） 北京 （人民大会堂） 東京 （グランドプリンスホテル新高輪） 北京 （人民大会堂） 東京 （グランドプリンスホテル赤坂） 北京 （人民大会堂、国家会議中心）

参加者数 850 名 （日方 500、中方 350） 1,000 名 （日方 500、中方 500） 1,100 名 （日方 800、中方 300） 1,000 名 （日方 500、中方 500） 1,100 名 （日方 700、中方 400） 1,000 名 （日方 500、中方 500）

主 要
出 席 者

二階俊博経済産業大臣
小池百合子環境大臣
千速晃日中経済協会会長
小宮山宏東京大学総長

姜偉新国家発展改革委員
会副主任
薄煕来商務部長
王毅中国駐日大使

甘利明経済産業大臣
張富士夫日中経済協会会長
南直哉 JC-BASE 副会長
望月晴文資源エネルギー庁
長官

曾培炎国務院副総理
馬凱国家発展改革委員会
主任
陳徳銘国家発展改革委員
会秘書長
魏建国商務部副部長
姜偉新建設部部長
王鉄宏建設部総工程師

二階俊博経済産業大臣
吉野正芳環境副大臣
張富士夫日中経済協会会
長

解振華国家発展改革委員
会副主任
蒋耀平商務部副部長
崔天凱中国駐日大使

直嶋正行経済産業大臣
三村明夫日中経済協会副
会長
南直哉 JC-BASE 副会長
石田徹資源エネルギー庁
長官
内藤正久日本エネルギー
経済研究所理事長

李克強国務院副総理
解振華国家発展改革委員
会副主任
陳健商務部副部長
張少春財政部副部長
李幹傑環境保護部副部長

大畠章宏経済産業大臣
池田元久経済産業副大臣
近藤昭一環境副大臣
張富士夫日中経済協会会長
細野哲弘資源エネルギー庁
長官

張暁強国家発展改革委員
会副主任
蒋耀平商務部副部長
程永華中国駐日大使

枝野幸男経済産業大臣
岡本巖日中経済協会理事長
髙原一郎資源エネルギー
庁長官
佐々木伸彦経済産業省通
商政策局長
丹羽宇一郎駐中国日本国
大使

李克強国務院副総理
張平国家発展改革委員会
主任
尤権国務院副秘書長
謝旭人財政部部長
李金早商務部副部長
張力軍環境保護部副部長

協力合意 5 件 10 件 19 件 42 件 45 件 51 件

分 科 会

① 省エネ環境保護政策法
規、標準、産品認証

②  ESCO（省エネサービ
ス企業）と融資担保（信
用保証）メカニズム

③ 鉄鋼

④ ガラス、セメント、新型
建築材料

⑤ 再生可能エネルギー、
電力、ガス、石炭

⑥ 自動車
⑦ 日中長期貿易（電力、

ごみ焼却、石油）

①電力
②自動車
③電気・変圧器
④鉄鋼
⑤環境

⑥省エネ政策
⑦民生（建築）省エネ
⑧ 日中長期貿易（鉄道、

湖沼浄化、 発電、 環境
税制、CDM）

①化学
②自動車
③海水淡水化・水処理、
回収
④ 省エネ技術（節電・節

油）・省エネ診断

⑤発電
⑥循環経済
⑦ 日中長期貿易（下水汚

泥処理、湖底汚泥処理）

①トップランナー制度
②循環経済
③海水淡水化・水処理
④自動車

⑤発電／石炭
⑥化学
⑦ 日中長期貿易（汚泥処

理）

① LED 照明／省エネビル
②循環経済
③ 水処理・汚泥処理、ご

み焼却発電
④自動車
⑤低炭素（CCS-EOR

⑥石炭・火力発電
⑦ 中 小 企 業 の 省 エ ネ・

ESCO
⑧ 日中長期貿易（汚泥処

理、環境金融）

①トップランナー制度
②グリーン建築物
③水処理・汚泥処理
④循環経済

⑤新エネルギー自動車
⑥石炭・火力発電
⑦ 日中長期貿易（排水処

理、 汚泥処理、自動車
リサイクル）

地方視察 東京、北海道、中部、関西、北九州など６コースを訪
問

重慶訪問団（団長：南直哉 JC － BASE 副会長）３３
名を派遣

１２コースに分かれて各地を訪問 重慶、唐山と各分科会をベースに、７コースに分かれて
９都市を訪問

１４都道府県、２２都市を９コースに分かれて訪問 分科会テーマをベースに、６コースに分かれて９省・直
轄市を訪問

第７回 第８回 第９回 第 ₁₀ 回 第 ₁₁ 回 第 ₁₂ 回

主な成 果
省エネ・環境協力で日中相互信頼関係の深化に貢献。
協力主体・地域の多様化、内容の具体化

２年振りの交流再開。日中省エネ・環境分野における協
力の必要性を再確認

COP２１に向け日中がクリーン発展で協力強化すること
を共通認識に

本フォーラムの継続開催、企業・研究機関の更なる協
力推進、グリーン発展人材育成強化などについて覚書
署名

「第三国市場協力分科会」を新設し、省エネ・環境分
野における第三国での日中ビジネス協力を深化

日中の省エネ・環境分野における将来的な協力の方向
性を示し、グローバルな課題解決に向けた認識を共有

日 程 2012 年 8 月 6 日（月） 2014 年 12 月 28 日（日） 2015 年 11 月 29 日（日） 2016 年 11 月 26 日（土） 2017 年 12 月 24 日（日） 2018 年 11 月 25 日（日）

開 催 地 東京 ( 椿山荘 ) 北京（遼寧大厦） 東京 ( ザ・プリンス パークタワー東京） 北京（国家会議中心） 東京（ホテル椿山荘東京） 北京（国家会議中心）

参加者数 1,000 名 ( 日方 600、中方 400) 500 名（日方 250 名、中方 250 名） 750 名（日方約 470 名、中方約 270 名） 800 名（日方約 300 名、中方約 500 名） 約 860 名（日方約 480 名、中国側約 380 名） 800 名（日方 300 名、中方 500 名）

主 要
出 席 者

枝野幸男経済産業大臣
細野豪志環境大臣
張富士夫日中経済協会会長
髙原一郎資源エネルギー
庁長官

張平国家発展改革委員会
主任
高虎城商務部国際貿易交
渉代表
程永華中国駐日大使

高木陽介経済産業副大臣
渡文明日中経済協会副会
長
上田隆之資源エネルギー
庁長官

解振華国家発展改革委員
会副主任
高燕商務部副部長

林幹雄経済産業大臣
丸川珠代環境大臣
高木陽介経済産業副大臣
宗岡正二日中経済協会会
長
日下部聡資源エネルギー
庁長官

張勇国家発展改革委員会
副主任
高燕商務部副部長
程永華中国駐日大使

世耕弘成経済産業大臣
宗岡正二日中経済協会会
長

徐紹史国家発展改革委員
会主任
張勇国家発展改革委員会
副主任
高燕商務部副部長

世耕弘成経済産業大臣
中川雅治環境大臣
宗岡正二日中経済協会会長

張勇国家発展改革委員会
副主任
高燕商務部副部長
劉少賓中国駐日本国大使
館臨時代理大使

世耕弘成経済産業大臣
宗岡正二日中経済協会会
長

何立峰国家発展改革委員
会主任
銭克明商務部副部長

協力合意 47 件 41 件 26 件 29 件 23 件 24 件

分 科 会

①循環経済
②水・汚泥処理
③エネルギー管理システム
④グリーン建築・ＬＥＤ

⑤自動車
⑥石炭・火力発電
⑦分散型エネルギー
⑧ 日中長期貿易 ( 自動車リ

サイクル、汚泥処理 )

① エネルギー管理システ
ム・LED

② 石炭火力発電（クリーン
コールテクノロジー）

③大気汚染対策
④循環経済

⑤次世代自動車
⑥ 日中長期貿易 ( 自動車リ

サイクル、汚泥処理 )

① エネルギー多消費企業
の省エネ対策

②スマートシティ
③次世代自動車

④循環経済
⑤石炭火力発電
⑥ 日中長期貿易 ( 自動車リ

サイクル、汚泥処理 )

① 都市緑色管理（スマート
シティ）

②省エネサービス産業
③循環経済
④新エネ車・自動車知能化

⑤ クリーンコール技術・石
炭火力発電

⑥ 日中長期貿易（節水、
海水淡水化、 汚水・汚
泥処理）

① 省エネ環境分野における
日中の第三国市場協力

② 省エネルギー
③ クリーンコール技術と石

炭火力発電

④ 資源循環利用・ごみ分
別処理

⑤ 自動車の知能化・電動
化

⑥ 日中長期貿易

① 省エネ技術イノベーショ
ンシステム構築

② クリーンコールテクノロ
ジーと石炭火力発電

③ 循環経済

④ 自動車の電動化・スマー
ト化

⑤ 日中長期貿易（水循環
改善における技術イノ
ベーション）

地方視察 分科会テーマをベースに、９コースに分かれて各地を訪
問

日中長期貿易（LT）分科会のみ、江蘇省を訪問してリ
サイクルを中心とする企業を視察

６分科会、７コースで各地視察。張勇副主任も独自視
察実施

クリーンコール技術・石炭火力発電と日中長期貿易の２
分科会で視察実施

６分科会、７コースで各地視察。本フォーラムの前日に
日中企業マッチング交流会を初めて開催

天津子牙経済技術開発区、雄安新区、江蘇省泰州市、
北京市内で実施

第１回 第２回 第３回 第４回 第５回 第６回

主な成 果 両国の現状や直面する課題、日中省エネ・環境協力の
意義について共通認識を醸成

Win-Win 関係による具体的なプロジェクト創成に向けた
相互努力の必要性を確認

具体的ビジネス形成に資する両国産業界のニーズと
シーズのマッチングを促進

日中省エネ・環境分野の互恵協力と地方へのビジネス
展開

日中省エネ・環境協力プロジェクトの量的拡大から質的
向上へ

省エネ・環境分野における互恵協力

日 程 2006 年 5 月 29（月）～ 30 日（火） 2007 年 9 月 27（木）～ 28 日（金） 2008 年 11 月 28 日（金） 2009 年 11 月 8 日（日） 2010 年 10 月 24（日） 2011 年 11 月 26 日（土）

開 催 地 東京 （ホテルオークラ） 北京 （人民大会堂） 東京 （グランドプリンスホテル新高輪） 北京 （人民大会堂） 東京 （グランドプリンスホテル赤坂） 北京 （人民大会堂、国家会議中心）

参加者数 850 名 （日方 500、中方 350） 1,000 名 （日方 500、中方 500） 1,100 名 （日方 800、中方 300） 1,000 名 （日方 500、中方 500） 1,100 名 （日方 700、中方 400） 1,000 名 （日方 500、中方 500）

主 要
出 席 者

二階俊博経済産業大臣
小池百合子環境大臣
千速晃日中経済協会会長
小宮山宏東京大学総長

姜偉新国家発展改革委員
会副主任
薄煕来商務部長
王毅中国駐日大使

甘利明経済産業大臣
張富士夫日中経済協会会長
南直哉 JC-BASE 副会長
望月晴文資源エネルギー庁
長官

曾培炎国務院副総理
馬凱国家発展改革委員会
主任
陳徳銘国家発展改革委員
会秘書長
魏建国商務部副部長
姜偉新建設部部長
王鉄宏建設部総工程師

二階俊博経済産業大臣
吉野正芳環境副大臣
張富士夫日中経済協会会
長

解振華国家発展改革委員
会副主任
蒋耀平商務部副部長
崔天凱中国駐日大使

直嶋正行経済産業大臣
三村明夫日中経済協会副
会長
南直哉 JC-BASE 副会長
石田徹資源エネルギー庁
長官
内藤正久日本エネルギー
経済研究所理事長

李克強国務院副総理
解振華国家発展改革委員
会副主任
陳健商務部副部長
張少春財政部副部長
李幹傑環境保護部副部長

大畠章宏経済産業大臣
池田元久経済産業副大臣
近藤昭一環境副大臣
張富士夫日中経済協会会長
細野哲弘資源エネルギー庁
長官

張暁強国家発展改革委員
会副主任
蒋耀平商務部副部長
程永華中国駐日大使

枝野幸男経済産業大臣
岡本巖日中経済協会理事長
髙原一郎資源エネルギー
庁長官
佐々木伸彦経済産業省通
商政策局長
丹羽宇一郎駐中国日本国
大使

李克強国務院副総理
張平国家発展改革委員会
主任
尤権国務院副秘書長
謝旭人財政部部長
李金早商務部副部長
張力軍環境保護部副部長

協力合意 5 件 10 件 19 件 42 件 45 件 51 件

分 科 会

① 省エネ環境保護政策法
規、標準、産品認証

②  ESCO（省エネサービ
ス企業）と融資担保（信
用保証）メカニズム

③ 鉄鋼

④ ガラス、セメント、新型
建築材料

⑤ 再生可能エネルギー、
電力、ガス、石炭

⑥ 自動車
⑦ 日中長期貿易（電力、

ごみ焼却、石油）

①電力
②自動車
③電気・変圧器
④鉄鋼
⑤環境

⑥省エネ政策
⑦民生（建築）省エネ
⑧ 日中長期貿易（鉄道、

湖沼浄化、 発電、 環境
税制、CDM）

①化学
②自動車
③海水淡水化・水処理、
回収
④ 省エネ技術（節電・節

油）・省エネ診断

⑤発電
⑥循環経済
⑦ 日中長期貿易（下水汚

泥処理、湖底汚泥処理）

①トップランナー制度
②循環経済
③海水淡水化・水処理
④自動車

⑤発電／石炭
⑥化学
⑦ 日中長期貿易（汚泥処

理）

① LED 照明／省エネビル
②循環経済
③ 水処理・汚泥処理、ご

み焼却発電
④自動車
⑤低炭素（CCS-EOR

⑥石炭・火力発電
⑦ 中 小 企 業 の 省 エ ネ・

ESCO
⑧ 日中長期貿易（汚泥処

理、環境金融）

①トップランナー制度
②グリーン建築物
③水処理・汚泥処理
④循環経済

⑤新エネルギー自動車
⑥石炭・火力発電
⑦ 日中長期貿易（排水処

理、 汚泥処理、自動車
リサイクル）

地方視察 東京、北海道、中部、関西、北九州など６コースを訪
問

重慶訪問団（団長：南直哉 JC － BASE 副会長）３３
名を派遣

１２コースに分かれて各地を訪問 重慶、唐山と各分科会をベースに、７コースに分かれて
９都市を訪問

１４都道府県、２２都市を９コースに分かれて訪問 分科会テーマをベースに、６コースに分かれて９省・直
轄市を訪問

第７回 第８回 第９回 第 ₁₀ 回 第 ₁₁ 回 第 ₁₂ 回

主な成 果
省エネ・環境協力で日中相互信頼関係の深化に貢献。
協力主体・地域の多様化、内容の具体化

２年振りの交流再開。日中省エネ・環境分野における協
力の必要性を再確認

COP２１に向け日中がクリーン発展で協力強化すること
を共通認識に

本フォーラムの継続開催、企業・研究機関の更なる協
力推進、グリーン発展人材育成強化などについて覚書
署名

「第三国市場協力分科会」を新設し、省エネ・環境分
野における第三国での日中ビジネス協力を深化

日中の省エネ・環境分野における将来的な協力の方向
性を示し、グローバルな課題解決に向けた認識を共有

日 程 2012 年 8 月 6 日（月） 2014 年 12 月 28 日（日） 2015 年 11 月 29 日（日） 2016 年 11 月 26 日（土） 2017 年 12 月 24 日（日） 2018 年 11 月 25 日（日）

開 催 地 東京 ( 椿山荘 ) 北京（遼寧大厦） 東京 ( ザ・プリンス パークタワー東京） 北京（国家会議中心） 東京（ホテル椿山荘東京） 北京（国家会議中心）

参加者数 1,000 名 ( 日方 600、中方 400) 500 名（日方 250 名、中方 250 名） 750 名（日方約 470 名、中方約 270 名） 800 名（日方約 300 名、中方約 500 名） 約 860 名（日方約 480 名、中国側約 380 名） 800 名（日方 300 名、中方 500 名）

主 要
出 席 者

枝野幸男経済産業大臣
細野豪志環境大臣
張富士夫日中経済協会会長
髙原一郎資源エネルギー
庁長官

張平国家発展改革委員会
主任
高虎城商務部国際貿易交
渉代表
程永華中国駐日大使

高木陽介経済産業副大臣
渡文明日中経済協会副会
長
上田隆之資源エネルギー
庁長官

解振華国家発展改革委員
会副主任
高燕商務部副部長

林幹雄経済産業大臣
丸川珠代環境大臣
高木陽介経済産業副大臣
宗岡正二日中経済協会会
長
日下部聡資源エネルギー
庁長官

張勇国家発展改革委員会
副主任
高燕商務部副部長
程永華中国駐日大使

世耕弘成経済産業大臣
宗岡正二日中経済協会会
長

徐紹史国家発展改革委員
会主任
張勇国家発展改革委員会
副主任
高燕商務部副部長

世耕弘成経済産業大臣
中川雅治環境大臣
宗岡正二日中経済協会会長

張勇国家発展改革委員会
副主任
高燕商務部副部長
劉少賓中国駐日本国大使
館臨時代理大使

世耕弘成経済産業大臣
宗岡正二日中経済協会会
長

何立峰国家発展改革委員
会主任
銭克明商務部副部長

協力合意 47 件 41 件 26 件 29 件 23 件 24 件

分 科 会

①循環経済
②水・汚泥処理
③エネルギー管理システム
④グリーン建築・ＬＥＤ

⑤自動車
⑥石炭・火力発電
⑦分散型エネルギー
⑧ 日中長期貿易 ( 自動車リ

サイクル、汚泥処理 )

① エネルギー管理システ
ム・LED

② 石炭火力発電（クリーン
コールテクノロジー）

③大気汚染対策
④循環経済

⑤次世代自動車
⑥ 日中長期貿易 ( 自動車リ

サイクル、汚泥処理 )

① エネルギー多消費企業
の省エネ対策

②スマートシティ
③次世代自動車

④循環経済
⑤石炭火力発電
⑥ 日中長期貿易 ( 自動車リ

サイクル、汚泥処理 )

① 都市緑色管理（スマート
シティ）

②省エネサービス産業
③循環経済
④新エネ車・自動車知能化

⑤ クリーンコール技術・石
炭火力発電

⑥ 日中長期貿易（節水、
海水淡水化、 汚水・汚
泥処理）

① 省エネ環境分野における
日中の第三国市場協力

② 省エネルギー
③ クリーンコール技術と石

炭火力発電

④ 資源循環利用・ごみ分
別処理

⑤ 自動車の知能化・電動
化

⑥ 日中長期貿易

① 省エネ技術イノベーショ
ンシステム構築

② クリーンコールテクノロ
ジーと石炭火力発電

③ 循環経済

④ 自動車の電動化・スマー
ト化

⑤ 日中長期貿易（水循環
改善における技術イノ
ベーション）

地方視察 分科会テーマをベースに、９コースに分かれて各地を訪
問

日中長期貿易（LT）分科会のみ、江蘇省を訪問してリ
サイクルを中心とする企業を視察

６分科会、７コースで各地視察。張勇副主任も独自視
察実施

クリーンコール技術・石炭火力発電と日中長期貿易の２
分科会で視察実施

６分科会、７コースで各地視察。本フォーラムの前日に
日中企業マッチング交流会を初めて開催

天津子牙経済技術開発区、雄安新区、江蘇省泰州市、
北京市内で実施

　日中省エネルギー・環境総合フォーラムは、日中間の省エネルギー・環境協力のプラットホームとして、日本側は経済産業省、一般財団法人日中経済協会が、
中国側は国家発展改革委員会、商務部が主催者となり、毎年日本と中国において交互に開催し、本分野の交流を代表する活動として対中省エネ・環境ビ
ジネス推進の一翼を担っています。
第12回フォーラムは2018年11月25日に北京において、日本側から世耕弘成経済産業大臣、宗岡正二日中経済協会会長、中国側から何立峰国家発展改
革委員会主任、銭克明商務部副部長の出席のもと、開催しました。日中官民関係者合わせて約800人（日本側300人、中国側500人）の参加を得て、日中
間における省エネ・環境分野での将来的な協力の方向性を示し、グローバルな課題解決に向けた認識を共有しました。また24件の協力プロジェクト文書
を交換するなど、成功裏に終了しました。
　中日节能环保综合论坛业已成为中日节能环保领域具有代表性的合作平台，日方主办单位为经济产业省及一般财团法人日中经济协会，中方主办单位为国家发展和改革
委员会及商务部。论坛每年在日中两国轮流举办，旨在推动对华节能环保商务合作。
　第12届论坛于2018年11月25日在北京召开，日方世耕弘成经济产业大臣、日中经济协会宗冈正二会长，中方国家发展和改革委员会何立峰主任、商务部钱克明副部长及
两国各界大约800名(日方300人、中方500人)相关人士出席。双方明确了中日两国未来在节能环保领域的合作方向，共享了关于如何解决全球性课题的认识，并交换了24项
合作项目文本，会议取得圆满的成功。

青島日中省エネ環境産業園建設を共同支援することについての日中経済協
会と青島国際経済合作区の協力覚書
关于共同支持建设青岛中日节能环保产业园的合作谅解备忘录

日本側：一般財団法人日中経済協会
中国側：青島国際経済合作区

中国電器科学研究院有限公司と日立造船株式会社 下水処理技術
及び市場の協業に関する意向書
关于高速纤维过滤技术处理污水的应用研究和市场推广的合作协议

日本側：日立造船株式会社
中国側：中国電器科学研究院有限公司環保科技分公司

日本国省エネルギーセンター及び中国国家省エネルギーセンター間の協力
覚書の有効期間延長に関する合意書
关于深化在节能环保领域务实合作的备忘录

日本側：一般財団法人省エネルギーセンター
中国側：中国国家節能中心

独立行政法人国際協力機構中華人民共和国事務所と北京城市排水
集団有限責任公司科技研発中心における連携に関わる覚書
关于污水处理新技术及设施建设的合作协议

日本側：独立行政法人国際協力機構中華人民共和国事務所
中国側：北京城市排水集団有限責任公司科技研発中心

重慶市渝中区人民政府 アズビル株式会社 戦略的協力枠組み協定
关于智慧城市及节能环保领域的战略合作项目

日本側：アズビル株式会社
中国側：重慶市渝中区人民政府

マイクロバブルCO2-EORの中国での普及を目的とした「貯留物質
の貯留装置」の技術提供に関する契約締結
关于微泡沫二氧化碳驱油技术的合作协议

日本側：公益財団法人地球環境産業技術研究機構
中国側：北京君倫潤衆科技有限公司

中国石炭火力発電所の環境対策等に関する協議書
关于中国燃煤火力发电厂环保治理工作的协议书

日本側：一般財団法人石炭エネルギーセンター
中国側：中国電力企業連合会

石炭関連分野における国際合作の強化に係る覚書
关于洁净煤利用领域的合作协议

日本側：一般財団法人石炭エネルギーセンター
中国側：中国煤炭工業協会

独立行政法人国際協力機構中華人民共和国事務所と中国科学院上海高等研
究院における連携に関わる覚書
关于推进中日能源环境科技创新与产业推广的合作备忘录

日本側：独立行政法人国際協力機構中華人民共和国事務所
中国側：中国科学院上海高等研究院

水素エネルギーの利用と関連ビジネス開拓に関わる共同研究・協
業の覚書
关于氢能利用研究及相关商业项目开发的合作意向书

日本側：住友商事（中国）有限公司
中国側：安泰科技股份有限公司、安泰環境工程技術有限公司

超スマート社会向けの「日立―清華大学未来イノベーション計画に関する戦
略的提携」の締結
关于面向超智能社会的未来创新战略合作－≪清华-日立未来创新合作计划≫

日本側：株式会社日立製作所、日立（中国）有限公司、日立（中国）研究開発有限公
司

中国側：清華大学

洗濯マグちゃんで洗濯廃水は資源に変身
关于洗衣镁消除洗衣废水的合作协议

日本側：株式会社宮本製作所
中国側：煕瑪北京科技有限公司

河北省経済開発区の企業誘致への協力
河北省经济开发区招商合作项目

日本側：一般社団法人エネルギー・環境グローバルコンソーシアム
中国側：中国河北省投資招商促進局

中国におけるVOC処理事業協業
关于废气治理合作项目的协议

日本側：株式会社大成工業
中国側：上海云匯環保科技有限公司

中国石油･化学工業連合会及び中国塑料加工工業協会と日本プラスチック工
業連盟との海洋プラスチック問題に係る協力覚書
关于海洋塑料问题的合作备忘录

日本側：日本プラスチック工業連盟
中国側：中国石油･化学工業連合会、中国塑料加工工業協会

水素利用分野での事業化促進に係る協力
关于氢能源利用领域项目的合作意向书

日本側：一般社団法人エネルギー・環境グローバルコンソーシアム、有
限会社泰和商事

中国側：エン鉱集団有限公司

万華化学集団股份有限公司エチレンプロジェクト　循環水系統での白煙防
止節水型冷却塔設備の導入契約
关于逆流式节水消雾型机械通风冷却塔的采购合同

日本側：荏原冷熱システム（中国）有限公司
中国側：万華化学集団股份有限公司

浙江恒逸集団余熱冷却設備導入プロジェクト包括契約
关于余热制冷项目的合作协议

日本側：荏原冷熱システム（中国）有限公司
中国側：浙江恒逸集団

低温熱分解装置による廃棄物処理の協業に関する合意書の締結
关于代理日本电磁离子聚合低温热解炉的合作协议

日本側：株式会社ジェイ・シー・ダブル
中国側：国商天時建（北京）環保科技有限公司

日中モデル事業推進・支援業務の実施に関する基本合意書
关于开展中日示范项目工作的意向书

日本側：三菱日立パワーシステムズ株式会社、株式会社堀場製作所、
一般財団法人石炭エネルギーセンター

中国側：中国電力企業連合会、中興電力股份有限公司

北九州環境ビジネス推進会と河北環保連合会の覚書に基づく河川浚渫汚泥
の固化事業
关于河湖污泥生态护坡技术的合作协议

日本側：北九州環境ビジネス推進会
中国側：河北環保連合会、河北誠潤環保工程有限公司

独立行政法人国際協力機構中華人民共和国事務所と中関村創藍ク
リーンエア産業連盟における大気環境対策に係る連携の覚書
关于大气环境对策合作的备忘录

日本側：独立行政法人国際協力機構中華人民共和国事務所
中国側：中関村創藍クリーンエア産業連盟

温室効果ガス計測監視合作協議
关于温室气体在线计量监测合作项目的意向书

日本側：株式会社堀場製作所、一般財団法人石炭エネルギーセンター
中国側：赫普能源集団有限公司

中国電力企業連合会とCHAdeMO協議会との電気自動車充電施
設分野に関する協力
中国电力企业联合会与CHAdeMO协议会关于电动汽车充电设施领域的合作

日本側：一般社団法人CHAdeMO協議会
中国側：中国電力企業連合会


